
様式第１号（第４条関係）

１■施策の概要

　 部
課

又は施設

①節

②項

①

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

　交流と市民参加「市民と行政が尊重しあう協働のまちづくり」

　参加と協働

基本施策コード１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

指標の定義

　市民全般の評価からみた広報などによる市の情
報提供 情報公開を満足と思う人を表す指標

全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

８２．０（％）

実績値（単位）目標値（単位）

広報などによる市の情報提供・情報公開に対する満足度

Ａ

103（％）８０．０（％） ８２．４（％）

達成率(％)

  市民と行政が情報を共有し、市民の声を取り入れた行政運営を行い、市民同士が情報交換して支え合
う地域づくりをする。

担当課評価

平成２７年度評価
（全期間の成果）

目標値（単位） 実績値（単位）

５―１―１　

総合評価

Ａ

平成２２年度評価
（前期の成果）

秘書政策課長
伏屋一幸

施策評価票番号 43

基本成果指標名

行政経営部 秘書政策課

前期（平成１８年度～平成２２年度）

評価票作成者

情報の共有

● 施策評価の判定基準
Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する
Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある

①

②

③

２■施策の担当課による評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度
　災害地域への支援情報など、最新の市政情報をタイムリーに発信していく体制の確立が求められている。ホームページにおける情報については、各課の担当者が随時最新の情報に更新できるようＣＭＳ
の導入が必要である また 今年度はカテゴリー別に情報をまとめて掲載した 広報紙ではページ数とカラーページの見直しより経費の削減を図った

評価の内容

140（％）６５０（件）　市政情報の新聞への掲載件数

　町内会組織に入らない住民の増加にかかる対応と、急激な
ＩＴ化の進展に対応できる職員体制が急務である。

　紙（広報紙）から電子（ホームページ）への重点のシフトが重要な
課題と考える。

おける基本成果指
標

　市民全般の評価からみた市役所のホームページ
の内容やデザインを満足と思う人を表す指標

７８．０（％）

　情報過多となった社会情勢の中、必要な情報を必要な時に
簡潔かつ正確に伝える方法と情報提供体制の確立。

今後の環境変化を踏まえた課題認識
　広報紙、ホームページとも改善を施し、より魅力ある市政の伝達媒
体として、内容の充実が図られた。

７５．４（％）

９１０（件）

市民全般の評価からみた広報などによる市の情
報提供・情報公開を満足と思う人を表す指標

８２．０（％）広報などによる市の情報提供・情報公開に対する満足度 103（％）８０．０（％） ８２．４（％）

　市役所のホームページの内容やデザインに対する満足度

既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

　市に関する記事の新聞掲載状況を表す指標

97（％） ８０．０（％）

９５０（件）

　高齢化による町内会組織からの離脱や外国人世帯の増加な
ど町内会組織力の低下が招く広報紙の配布方法の再考。

　広報紙の紙面構成変更や広告事業の拡大、機構改革に向けてのホー
ムページの見直し、ガイドマップのリニューアルなど良好に推移して
いる。

　電子媒体では得られにくい、正確・信頼性を持つ紙媒体の広報紙の
必要性を再認識し、より充実した広報紙の発刊が必要。

　広報紙の充実はもちろんであるが、重要な広報媒体でであるホーム
ページの更なる充実が求められている。

　年度当初よりホームページにおいてバナー広告を掲載し、年度末に
は広報紙においても有料広告の掲載を始めた。
　一年を通してホームページ、広報紙に有料広告を掲載し、自主財源
の確保と地域経済の活性化に努めながら情報提供を行った。

　高齢者世帯が増加し、ますます情報格差が叫ばれる中、紙に印刷さ
れた広報紙は重要な情報媒体として位置づけられる。

　市政情報を各種情報媒体を利用して均等に発信し、情報格
差をなくし、市民の声を生かした市政運営を目指す。

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

の導入が必要である。また、今年度はカテゴリー別に情報をまとめて掲載した。広報紙ではページ数とカラーページの見直しより経費の削減を図った。

　市政情報を正確かつタイムリーに市民に発信するために広報紙、ホームページ、メール配信サービスなど、それぞれのツールがより充実することと発信側が時と場合に応じて使い分けることが必要とな
る。広報紙の情報を軸とし、即効性が必要な情報はメール配信サービスを使うなどして発信力を高めていく。

　市政情報を正確かつタイムリーに市民に発信するために広報紙、ホームページ、メール配信サービスなど、それぞれのツールがより充実することと発信側が時と場合に応じて使い分けることが必要とな
る。広報紙の情報を軸とし、即効性が必要な情報はメール配信サービスを使うなどして発信力を高めていく。



３■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断
優先順位

総合評価

1 25,700（冊） Ａ 1 Ａ 25,800（冊） Ａ 1 Ａ 25,800（冊） Ａ 1 Ａ

2 未実施 － 4 － 未実施 － 4 － 未実施 － 5 －

3 177,000（件） Ｂ 2 Ｂ 163,000（件） Ｂ 2 Ｂ 162,000（件） Ｂ 2 Ｂ

4 80（件） Ｂ 3 Ｂ 24（件） Ｂ 3 Ｂ 125（件） Ｂ 3 Ｂ

5 ー ー ー ー 2,730（人） Ａ 5 Ａ 2,930（人） Ａ 4 Ａ

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

　平成２２年度

メール配信サービス事業 メール配信サービス登録者数 3,400（人）

情報認識度の把握事業 情報認識度の調査数　400（件）

ホームページの発信事業 市ホームページの年間アクセス件数　220,000（件）

地域ポータルサイトへの支援事業 ポータルサイトへの情報提供量（年間）　　2,160　（件）

広報紙の発行事業 広報紙の配布部数　　24,700 （冊）

　平成２４年度　平成２３年度

事務事業名称 成果指標と最終目標値(単位)

施策を構成する事務事業の評価情報


